
資料２

大崎駅西口区地区計画
（原案）

※縦覧図書と同じ内容です。

令和８年１０月５日（月）
東京都



東京都市計画地区計画の変更（東京都決定）（原案） 

都市計画大崎駅西口地区地区計画を次のように変更する。  

名 称 大崎駅西口地区地区計画 

位 置 品川区大崎二丁目及び大崎三丁目各地内 

面 積 約１１．４ｈａ 

地区計画の目標 

「東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（令和３年３月）」における大規模低未利用地の計画的な土地利用転換や機能

更新が進んだ魅力とにぎわいのある中核的な拠点や「品川区まちづくりマスタープラン（令和５年３月）」における業務・商業・居住・文

化・研究開発機能を核とした東京のものづくりをリードする広域活性化拠点の形成を推進するため、研究開発型産業を中心とする業務機

能の集積を図るとともに商業機能、居住機能等の多様な機能が調和した街づくりを進める。また、土地利用転換に併せた土地の高度利用を

図るとともに、交通広場等の都市基盤施設整備やＪＲ大崎駅東西市街地を一体化する歩行者ネットワークの形成などにより、高度な機能

集積や交通結節機能の強化及び防災性の向上を図り、魅力とにぎわいのある良好な都市空間を形成する。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

公共施設等の 

整備の方針 

① 補助線街路第１６３号線に面するＣ地区及びＥ東地区には、駅利用者の乗り換え利便性を高める交通広場を整備する。 

② 土地利用転換に伴う新しい都市活動を支え、円滑な交通処理を図るための地区幹線及び区画道路のネットワークを整備する。 

③ 補助線街路第１６３号線及び地区幹線の沿道には歩道状空地を設けることとし、歩道と一体となった歩行者空間の形成を図る。 

④ 大崎駅北口と補助線街路第１６３号線の北西方向とを結ぶ快適な歩行者空間を確保するため、Ｆ東地区内を貫通する歩行者通路を整備する。 

⑤ 主要な公共施設の配置や歩行者ネットワークとの関係に配慮しつつ、地区内の居住者や就業者及び来街者が気軽に利用できる公園、

緑地、広場等を整備する。 

⑥ 大崎駅と地区西側住宅市街地との高低差を解消し、地区周辺居住者のための大崎駅へと接続する円滑なアクセス道路を確保するため、

Ａ地区、Ｃ地区、Ｄ地区、Ｅ東地区及びＦ地区を通る歩行者デッキネットワークを形成する。 

建築物等の 

整備の方針 

① 広域活性化拠点にふさわしい良好な都市環境を形成するとともに周辺環境に配慮した市街地形成を図るため、建築物の用途の制限、

建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの制限など、地区特性に応じて必要な建

築物等に関する事項を定める。 

② 建築物等の配置・形状及び高さは、地区外への日影環境及び圧迫感の軽減等に配慮する。 

③ まとまりのある良好な都市景観を創出するため、建物低層部については調和のとれた一体的な景観形成を図る。 

④ ゆとりとうるおいのある市街地環境を創造するため、敷地内の空地の緑化や屋上緑化の推進に努めるとともに周辺市街地を含めた緑

や公開空地の連続性に配慮した空間形成を図る。 

⑤ 個性的かつ魅力的な都市空間を創出するため、デザインガイドラインを策定し、スカイラインの形成や空間の連続性、緑豊かな街並み

形成など調和のとれた一体的なまちづくりを推進する。 



区
域
の
整
備
、 

開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の 

整備の方針 

⑥ 駐車施設については、地区全体の交通状況を勘案して適正な規模を整備し、歩行者空間との関係に配慮しつつ、出入口等を配置する。 

⑦ 資源の有効利用、施設・設備の省エネルギー化を推進し、環境に配慮した施設建築物等の整備を図る。 

⑧ 都市構造上の位置付け、都市基盤施設の整備水準などを勘案して、将来見直すことを想定した容積率を、業務、商業機能を中心とした

広域活性化拠点の中核となる拠点市街地を形成するＣ地区、Ｅ東地区、Ｅ南地区及びＦ東地区については、おおむね５００％、拠点市街

地をとりまく複合市街地を形成するＡ地区、Ｂ地区、Ｄ地区及びＦ南地区については、おおむね４００％、Ｅ西地区については、おおむ

ね３００％と設定する。 

さらに、各地区ごとに、地域環境の整備に資する貢献内容等を評価し、容積率の最高限度を設定することにより、地区特性に応じた都

市空間を形成する。 

再
開
発
等
促
進
区 

位 置 品川区大崎二丁目及び大崎三丁目各地内 

面 積 約１１.４ｈａ 

土地利用に関

する基本方針 

多様な都市機能が融合する広域活性化拠点を形成するため、高度利用を図りつつ、業務、研究開発、商業機能等の集積を図る。また、都

心居住の促進や円滑な生活継続のための居住機能、生活支援機能等を導入し、「人の住む広域活性化拠点」の実現を目指す。 

Ｅ東地区、Ｅ南地区、Ｃ地区及びＦ東地区には広域活性化拠点の中核となる業務、商業機能を中心とする拠点市街地を形成することと

し、Ａ地区、Ｂ地区、Ｄ地区、Ｅ西地区、Ｆ北地区及びＦ南地区には、拠点市街地をとりまく複合市街地を形成する。 

① Ｅ東地区及びＦ東地区は、ＪＲ大崎駅に直結する立地条件を活かし、業務、商業機能等を中心とする機能集積を図る。 

② Ｅ南地区は、近接するＥ東地区及びＦ東地区の業務、商業機能と連携し、一体的な拠点市街地として整備するため、交流・宿泊機能

の導入を図るとともに、居住機能の導入を図る。 

③ Ｃ地区には業務、研究開発、商業機能等を中心とする機能の導入を図る。 

④ Ａ地区、Ｄ地区及びＦ南地区は業務、商業、居住機能等、既存機能の再編整備を図る。 

⑤ Ｂ地区及びＥ西地区には業務、研究開発機能等の導入を図る。 

⑥ Ｆ北地区は広域活性化拠点を形成する市街地と後背住宅地の緩衝機能として寺院用途を維持継続する。 

⑦ Ｆ東地区は、研究開発型産業等を含む業務、商業、居住機能等、既存機能の再編整備を図る。 

 

 

  



再
開
発
等
促
進
区 

主要な公共

施設の配置

及び規模 

種 類 名称 面積及び幅員 延⾧ 備考 

道 路 

地区幹線１号 １２ｍ 約１８０ｍ 現道拡幅 

地区幹線２号 １２ｍ～２１ｍ 約１８０ｍ 現道拡幅 

地区幹線３号 １２ｍ～１４ｍ 約３７０ｍ 現道拡幅 

地区幹線４号 １２ｍ 約２９０ｍ 現道拡幅、一部付け替え 

歩行者通路１４号 ５．５ｍ 約 ２０ｍ 
新設 

（デッキレベル、階段等昇降施設を含む。） 

地下駐輪場 約１，２００㎡ ― 
新設 

（道路附属物、駐輪台数約６００台） 

その他の 

公共空地 

歩道状空地１号 ４ｍ 約１５０ｍ 新設 

歩道状空地２号 ４ｍ 約１３０ｍ 新設 

歩道状空地３号 ４ｍ 約１５０ｍ 新設 

歩道状空地４号 ４ｍ 約１４０ｍ 新設 

歩道状空地５号 ４ｍ 約 ６０ｍ 新設 

歩道状空地６号 ４ｍ 約 ９０ｍ 新設 

歩道状空地７号 ４ｍ 約 ７０ｍ 新設 

歩道状空地８号 ４ｍ 約１１０ｍ 新設 

歩道状空地９号 ４ｍ 約１９０ｍ 新設 

歩道状空地１０号 ４ｍ 約 ３０ｍ 新設 

歩道状空地１１号 ４ｍ 約１００ｍ 新設 

歩道状空地１２号 ４ｍ 約１１０ｍ 新設 

歩道状空地１４号 ４ｍ 約７５ｍ 新設 

歩道状空地１７号 ４ｍ 約１８５ｍ 新設 

歩道状空地１８号 １ｍ 約 ８５ｍ 新設 

歩行者通路１３号 ７．５ｍ 約 ９５ｍ 
新設 

（緑地２号、広場状空地１１号を含む。） 

 

 



 

地
区
整
備
計
画 

位 置 品川区大崎二丁目及び大崎三丁目各地内 

面 積 約１１.４ｈａ 

地区施設の 

配置及び規模 

種 類 名称 面積及び幅員 延⾧ 備考 

道 路 
区画道路１号 ８ｍ 約１８０ｍ 現道拡幅、一部付け替え 

区画道路２号 ６ｍ 約１５０ｍ 現道拡幅、一部付け替え 

公 園 公園１号 約６９０㎡ ― 新設 

緑 地 
緑地１号 約３８０㎡ ― 一部新設 

緑地２号 約８０㎡ ― 新設（歩行者通路１３号を含む。） 

その他の 

公共空地 

歩道状空地１３号 ２ｍ 約 ３０ｍ 新設 

歩道状空地１６号 ２ｍ 約 ３０ｍ 新設 

広場状空地１号 約５５０㎡ ― 新設 

広場状空地２号 約５００㎡ ― 新設（デッキレベル） 

広場状空地３号 約５４０㎡ ― 新設（デッキレベル） 

広場状空地４号 約４５０㎡ ― 新設（人工地盤上） 

広場状空地５号 約３２０㎡ ― 新設 

広場状空地６号 約４７０㎡ ― 新設 

広場状空地７号 約３００㎡ ― 新設 

広場状空地８号 約１，０００㎡ ― 新設 

広場状空地９号 約１，７００㎡ ― 新設（デッキレベル） 

広場状空地１０号 約６５０㎡ ― 新設 

広場状空地１１号 約１，６００㎡ ― 
新設 

（歩行者通路１３号、階段等昇降施設を含む。） 



 

 

 

 

  

地
区
整
備
計
画 

地区施設の 

配置及び規模 

その他の 

公共空地 

歩行者通路１号 ４ｍ 約 ５０ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路２号 ４ｍ 約 ５０ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路３号 ４ｍ 約 ５０ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路４号 ４ｍ 約１１０ｍ 新設、歩行者専用 

歩行者通路５号 ４ｍ 約 ５５ｍ 新設 

歩行者通路６号 ４ｍ 約 ５５ｍ 新設 

歩行者通路７号 ４ｍ 約 ３０ｍ 新設 

歩行者通路８号 ４ｍ 約 ８０ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路９号 ３ｍ 
約１３５ｍ 

（既設約９５ｍ） 
一部新設（デッキレベル） 

歩行者通路１０号 ４ｍ 約 ６５ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路１１号 ４ｍ 約 ９５ｍ 新設（デッキレベル） 

歩行者通路１２号 ４ｍ 約 ４５ｍ 新設（デッキレベル） 

緑道１号 ２ｍ 約 ５０ｍ 既設 

緑道２号 ２．７ｍ 約 ２５ｍ 新設 

緑道３号 ４ｍ～７．５ｍ 約 ９０ｍ 新設 

緑道４号 ４ｍ 約１３５ｍ 新設 



地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 
名 称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ東地区 Ｅ南地区 

面 積 約２．１ｈａ 約０．４ｈａ 約２．０ｈａ 約１．２ｈａ 約２．４ｈａ 約０．７ｈａ 

建築物等の用途の制限 
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項から第９項まで

に規定する営業の用に供する建築物は建築してはならない。 

建築物の容積率の最高限度 ― １０分の６５ 

１０分の６５ 
ただし、住宅等

の用途に供する部
分の容積率を１０
分の２０以上とし
なければならな
い。 

― １０分の５０ 

建築物の容積率の最低限度 ― １０分の２２ ― 

建築物の建蔽率の最高限度 ― １０分の６ ― 

建築面積の最低限度 ― ３００㎡ ― 

建築物の敷地面積の最低限度 ５００㎡ 
５００㎡ 

ただし、公益上必要な建築物等についてはこの限りではない。 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を越えて建築してはならない。 
ただし、次の各号の一に該当する建築物等はこの限りではない。 

（１） 道路上に設けられた横断歩道橋又は歩行者デッキと接続する歩行者デッキ及び歩行者デッキ上に設けられ
た歩行者の安全を確保するために必要な上屋、ひさしの部分その他これらに類する建築物等の部分 

（２） 道路と接続する歩行者用の通路及び車路その他これらに類する用途に供する建築物等の部分 
（３） 公益上必要な建築物等で当該建築物の敷地内に存するもの 

建築物等の高さの最高限度 ― 

１４４ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの

高さとし、階段
室、昇降機塔等の
部分及び棟飾等の
屋上突起物を含む
ものとする。 

１２０ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの

高さとし、階段
室、昇降機塔等の
部分及び棟飾等の
屋上突起物を含む
ものとする。 

― 

９０ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの

高さとし、階段
室、昇降機塔等の
部分及び棟飾等の
屋上突起物を含む
ものとする。 

建築物等の形態又は意匠の制限 
屋外広告物は建築物との一体性、歩行者空間との調和等に配慮した設置位置、形態、規模、デザイン等とし、良好

な都市景観の形成に努める。 

  



 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の区分 
名 称 Ｅ西地区 Ｆ南地区 Ｆ北地区 Ｆ東-１地区 Ｆ東-２地区 

面 積 約０．３ｈａ 約０．６ｈａ 約０．５ｈａ 約１．１ｈａ 約０．２ｈａ 

建築物等の用途の制限 
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第６項から第９項まで

に規定する営業の用に供する建築物は建築してはならない。 

建築物の容積率の最高限度 １０分の３０ 

１０分の６５ 
ただし、住宅等の

用途に供する部分の
容積率を１０分の２
０以上としなければ
ならない。 

― １０分の８０ １０分の５０ 

建築物の容積率の最低限度 

１０分の１０ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

１０分の３０ ― 

１０分の３０ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

１０分の３０ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

建築物の建蔽率の最高限度 １０分の６ １０分の６ ― １０分の６ 

１０分の６ 
 ただし、建築基準法
第５３条第３項の規定
を適用する場合は、こ

の限りではない。 

建築面積の最低限度 

２００㎡ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

３００㎡ ― 

３００㎡ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

３００㎡ 
ただし、公益上必要

な建築物等については
この限りではない。 

建築物の敷地面積の最低限度 
５００㎡ 

ただし、公益上必要な建築物等についてはこの限りではない。 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を越えて建築してはならない。 
ただし、次の各号の一に該当する建築物等はこの限りではない。 

（１） 道路上に設けられた横断歩道橋又は歩行者デッキと接続する歩行者デッキ及び歩行者デッキ上に設けられ
た歩行者の安全を確保するために必要な上屋、ひさしの部分その他これらに類する建築物等の部分 

（２） 道路と接続する歩行者用の通路及び車路その他これらに類する用途に供する建築物等の部分 
（３） 公益上必要な建築物等で当該建築物の敷地内に存するもの 



地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
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建築物等の高さの最高限度 

３０ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの高さ

とし、階段室、昇降機
塔等の部分及び棟飾等
の屋上突起物を含むも
のとする。 

１４９ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの高さ

とし、階段室、昇降機
塔等の部分及び棟飾等
の屋上突起物を含むも
のとする。 

― 

１４７ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの高さ

とし、階段室、昇降機
塔等の部分及び棟飾等
の屋上突起物を含むも
のとする。 

５０ｍ 
Ｔ．Ｐ．からの高さ

とし、階段室、昇降機
塔等の部分及び棟飾等
の屋上突起物を含むも
のとする。 

建築物等の形態又は意匠の制限 
屋外広告物は建築物との一体性、歩行者空間との調和等に配慮した設置位置、形態、規模、デザイン等とし、良好

な都市景観の形成に努める。 

建築物の容積率の最高限度には、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５２条第１４項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取り扱い基準（平成１６年３
月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３（１）（４）の用途に供する部分を除くことができる。 
「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の区域、主要な公共施設及び地区施設の配置、地区の区分並びに壁面の位置の制限は計画図に示すとおり。」 
理由：土地利用転換の動きに併せて、土地の高度利用と都市機能の更新を誘導し、多様な機能が集積する広域活性化拠点の形成を図るため、地区計画を変更する。 



変更概要                                            ※    は、変更箇所及び追加箇所を示す。 

名   称 大崎駅西口地区地区計画 

事   項 旧 新 摘要 

地区計画の目標 

環状メガロポリス構造を構成するセンターコアにおいて、

中核拠点に位置付けられている副都心を形成するとともに、

品川区が構想する都市活性化拠点の形成を推進するため、研

究開発型産業を中心とする業務機能の集積を図るとともに商

業機能、居住機能等の多様な機能が調和した街づくりを進め

る。また、土地利用転換に併せた土地の高度利用を図るとと

もに、交通広場等の都市基盤施設整備やＪＲ大崎駅東西市街

地を一体化する歩行者ネットワークの形成などにより、高度

な機能集積や交通結節機能の強化及び防災性の向上を図り、

魅力とにぎわいのある良好な都市空間を形成する。 

「東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

（令和3年3月）」における大規模低未利用地の計画的な土地

利用転換や機能更新が進んだ魅力とにぎわいのある中核的な

拠点や「品川区まちづくりマスタープラン（令和5年3月）」

における業務・商業・居住・文化・研究開発機能を核とした

東京のものづくりをリードする広域活性化拠点の形成を推進

するため、研究開発型産業を中心とする業務機能の集積を図

るとともに商業機能、居住機能等の多様な機能が調和した街

づくりを進める。また、土地利用転換に併せた土地の高度利

用を図るとともに、交通広場等の都市基盤施設整備やＪＲ大

崎駅東西市街地を一体化する歩行者ネットワークの形成など

により、高度な機能集積や交通結節機能の強化及び防災性の

向上を図り、魅力とにぎわいのある良好な都市空間を形成する。

上位計画の

改定に伴う

変更 

 

区
域
の
整
備
䣍
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

 公共施設等の 

整備の方針 

① 補助線街路第１６３号線に面するＣ地区及びＥ東地区に

は、駅利用者の乗り換え利便性を高める交通広場を整備する。 

② 土地利用転換に伴う新しい都市活動を支え、円滑な交通処

理を図るための地区幹線及び区画道路のネットワークを整備

する。 

③ 補助線街路第１６３号線及び地区幹線の沿道には歩道状空

地を設けることとし、歩道と一体となった歩行者空間の形成

を図る。 

④ 主要な公共施設の配置や歩行者ネットワークとの関係に配

慮しつつ、地区内の居住者や就業者及び来街者が気軽に利用

できる公園、緑地、広場等を整備する。 

⑤ 大崎駅と地区西側住宅市街地との高低差を解消し、地区周

辺居住者のための駅への円滑なアクセス通路を確保するた

め、Ａ地区、Ｃ地区、Ｄ地区、Ｅ東地区及びＦ地区を通る歩行

者デッキネットワークを形成する。 

① 補助線街路第１６３号線に面するＣ地区及びＥ東地区に

は、駅利用者の乗り換え利便性を高める交通広場を整備する。 

② 土地利用転換に伴う新しい都市活動を支え、円滑な交通処

理を図るための地区幹線及び区画道路のネットワークを整備

する。 

③ 補助線街路第１６３号線及び地区幹線の沿道には歩道状空

地を設けることとし、歩道と一体となった歩行者空間の形成

を図る。 

④ 大崎駅北口と補助線街路第１６３号線の北西方向を結ぶ快

適な歩行者空間を確保するため、Ｆ東地区内を貫通する歩行

者通路を整備する。 

⑤ 主要な公共施設の配置や歩行者ネットワークとの関係に配

慮しつつ、地区内の居住者や就業者及び来街者が気軽に利用

できる公園、緑地、広場等を整備する。 

⑥ 大崎駅と地区西側住宅市街地との高低差を解消し、地区周

辺居住者のための大崎駅へと接続する円滑なアクセス道路を

確保するため、Ａ地区、Ｃ地区、Ｄ地区、Ｅ東地区及びＦ地区

を通る歩行者デッキネットワークを形成する。 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う

変更 

 



区
域
の
整
備
䣍
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

 建築物等の 

整備の方針 

① 副都心にふさわしい良好な都市環境を形成するとともに

周辺環境に配慮した市街地形成を図るため、建築物の用途

の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の

最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの制限など、

地区特性に応じて必要な建築物等に関する事項を定める。 

② 建築物等の配置・形状及び高さは、地区外への日影環境

及び圧迫感の軽減等に配慮する。 

③ まとまりのある良好な都市景観を創出するため、建物低

層部については調和のとれた一体的な景観形成を図る。 

④ ゆとりとうるおいのある市街地環境を創造するため、敷

地内の空地の緑化や屋上緑化の推進に努めるとともに周辺

市街地を含めた緑や公開空地の連続性に配慮した空間形成

を図る。 

⑤ 個性的かつ魅力的な都市空間を創出するため、デザイン

ガイドラインを策定し、スカイラインの形成や空間の連続

性など調和のとれた一体的なまちづくりを推進する。 

⑥ 駐車施設については、地区全体の交通状況を勘案して適

正な規模を整備し、歩行者空間との関係に配慮しつつ、出

入口等を配置する。 

⑦ 資源の有効利用、施設・設備の省エネルギー化を推進し、

環境に配慮した施設建築物等の整備を図る。 

⑧ 都市構造上の位置付け、都市基盤施設の整備水準などを

勘案して、将来見直すことを想定した容積率を、業務、商

業機能を中心とした副都心の中核となる拠点市街地を形成

するＣ地区、Ｅ東地区及びＥ南地区については、おおむね

５００％、拠点市街地をとりまく複合市街地を形成するＡ

地区、Ｂ地区、Ｄ地区及びＦ南地区については、おおむね

４００％、Ｅ西地区については、おおむね３００％と設定

する。 

さらに、各地区ごとに、地域環境の整備に資する貢献内容

等を評価し、容積率の最高限度を設定することにより、地

区特性に応じた都市空間を形成する。 

① 広域活性化拠点にふさわしい良好な都市環境を形成する

とともに周辺環境に配慮した市街地形成を図るため、建築

物の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷

地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の高さの

制限など、地区特性に応じて必要な建築物等に関する事項

を定める。 

② 建築物等の配置・形状及び高さは、地区外への日影環境

及び圧迫感の軽減等に配慮する。 

③ まとまりのある良好な都市景観を創出するため、建物低

層部については調和のとれた一体的な景観形成を図る。 

④ ゆとりとうるおいのある市街地環境を創造するため、敷

地内の空地の緑化や屋上緑化の推進に努めるとともに周辺

市街地を含めた緑や公開空地の連続性に配慮した空間形成

を図る。 

⑤ 個性的かつ魅力的な都市空間を創出するため、デザイン

ガイドラインを策定し、スカイラインの形成や空間の連続

性、緑豊かな街並み形成など調和のとれた一体的なまちづ

くりを推進する。 

⑥ 駐車施設については、地区全体の交通状況を勘案して適

正な規模を整備し、歩行者空間との関係に配慮しつつ、出

入口等を配置する。 

⑦ 資源の有効利用、施設・設備の省エネルギー化を推進し、

環境に配慮した施設建築物等の整備を図る。 

⑧ 都市構造上の位置付け、都市基盤施設の整備水準などを

勘案して、将来見直すことを想定した容積率を、業務、商

業機能を中心とした広域活性化拠点の中核となる拠点市街

地を形成するＣ地区、Ｅ東地区、Ｅ南地区及びＦ東地区に

ついては、おおむね５００％、拠点市街地をとりまく複合

市街地を形成するＡ地区、Ｂ地区、Ｄ地区及びＦ南地区に

ついては、おおむね４００％、Ｅ西地区については、おお

むね３００％と設定する。 

さらに、各地区ごとに、地域環境の整備に資する貢献内容

等を評価し、容積率の最高限度を設定することにより、地

区特性に応じた都市空間を形成する。 

上位計画の

改定に伴う

変更、新たな

地区整備計

画の策定に

伴う変更 

 

 

  



 

再
開
発
等
促
進
区 

面 積 約１０．１ｈａ 約１１.４ｈａ 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う

変更 

土地利用に 

関する 

基本方針 

多様な都市機能が融合する副都心市街地を形成するため、

高度利用を図りつつ、業務、研究開発、商業機能等の集積を

図る。また、都心居住を促進する居住機能や生活支援機能等

を導入し、「人の住む副都心」の実現を目指す。 

Ｅ東地区、Ｅ南地区、及びＣ地区には副都心の中核となる

業務、商業機能を中心とする拠点市街地を形成することと

し、Ａ地区、Ｂ地区、Ｄ地区、Ｅ西地区、Ｆ北地区及びＦ南

地区には、拠点市街地をとりまく複合市街地を形成する。 

① Ｅ東地区には、ＪＲ大崎駅に直結する立地条件を活か

し、業務、商業 機能等を中心とする機能集積を図る。 

② Ｅ南地区は、近接するＥ東街区の業務、商業機能と連携

し、一体的な拠点市街地として整備するため、交流・宿泊

機能の導入を図るとともに、居住機能の導入を図る。 

③ Ｃ地区には業務、研究開発、商業機能等を中心とする機

能の導入を図る。 

④ Ａ地区、Ｄ地区及びＦ南地区は業務、商業、居住機能

等、既存機能の再編整備を図る。 

⑤ Ｂ地区及びＥ西地区には業務、研究開発機能等の導入を

図る。 

⑥ Ｆ北地区は副都心市街地と後背住宅地の緩衝機能とし

て寺院用途を維持継続する。 

多様な都市機能が融合する広域活性化拠点を形成するた

め、高度利用を図りつつ、業務、研究開発、商業機能等の集

積を図る。また、都心居住の促進や円滑な生活継続のための

居住機能、生活支援機能等を導入し、「人の住む広域活性化拠

点」の実現を目指す。 

Ｅ東地区、Ｅ南地区、Ｃ地区及びＦ東地区には広域活性化

拠点の中核となる業務、商業機能を中心とする拠点市街地を

形成することとし、Ａ地区、Ｂ地区、Ｄ地区、Ｅ西地区、Ｆ北

地区及びＦ南地区には、拠点市街地をとりまく複合市街地を

形成する。 

① Ｅ東地区及びＦ東地区は、ＪＲ大崎駅に直結する立地条件

を活かし、業務、商業機能等を中心とする機能集積を図る。 

② Ｅ南地区は、近接するＥ東地区及びＦ東地区の業務、商

業機能と連携し、一体的な拠点市街地として整備するため、

交流・宿泊機能の導入を図るとともに、居住機能の導入を

図る。 

③ Ｃ地区には業務、研究開発、商業機能等を中心とする機

能の導入を図る。 

④ Ａ地区、Ｄ地区及びＦ南地区は業務、商業、居住機能等、

既存機能の再編整備を図る。 

⑤ Ｂ地区及びＥ西地区には業務、研究開発機能等の導入を

図る。 

⑥ Ｆ北地区は広域活性化拠点を形成する市街地と後背住宅

地の緩衝機能として寺院用途を維持継続する。 

⑦ Ｆ東地区は、研究開発型産業等を含む業務、商業、居住

機能等、既存機能の再編整備を図る。 

上位計画の

改定に伴う

変更、新たな

地区整備計

画の策定に

伴う変更等 

 

 

主要な 

公共施設

の配置 

及び規模 

種類 名称 面積及び幅員 延長 備考 名称 面積及び幅員 延長 備考 新たな地区

整備計画の

策定に伴う 

変更 

 

道路 － － － － 
歩行者通路

１４号 
５．５ｍ 約２０ｍ 

新設 

（デッキレベル、階段

等昇降施設を含む。） 



 

 
  

再
開
発
等
促
進
区 

主要な 

公共施設

の配置 

及び規模 

その他

の公共

空地 

－ － － － 
歩道状空地

１７号 
４ｍ 

約１８５

ｍ 
新設 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う 

変更  

－ － － － 
歩道状空地

１８号 
１ｍ 約８５ｍ 新設 

－ － － － 
歩行者通路

１３号 
７．５ｍ 約９５ｍ 

新設（緑地２号、広場

状空地１１号を含む。） 

地
区
整
備
計
画 

面 積 約１０.１ｈａ 約１１.４ｈａ 新たな地区

整備計画の

策定に伴う 

変更  

地区施設

の配置及

び規模 

種類 名称 面積及び幅員 延長 備考 名称 面積及び幅員 延長 備考 

緑地 

緑地 約３８０㎡ ― 一部新設 緑地１号 約３８０㎡ ― 一部新設 

－ － － － 緑地２号 約８０㎡ ― 
新設（歩行者通路１３

号を含む。） 

その他

の公共

空地 

－ － － － 
広場状空地

９号 
約１,７００㎡ ― 新設（デッキレベル） 

－ － － － 
広場状空地

１０号 
約６５０㎡ ― 新設 

－ － － － 
広場状空地

１１号 
約１,６００㎡ ― 

新設（歩行者通路１３

号、階段等昇降施設を

含む。） 

－ － － － 
歩行者通路

１２号 
４ｍ 約４５ｍ 新設（デッキレベル） 

－ － － － 緑道４号 ４ｍ 
約１３５

ｍ 
新設 



地
区
整
備
計
画 

 

地区の 

区分 
名称 

Ａ地

区 

Ｂ地

区 

Ｃ地

区 

Ｄ地

区 

Ｅ東

地区 

Ｅ南

地区 

Ｅ西

地区 

Ｆ南

地区 

Ｆ北 

地区 

Ａ地

区 

Ｂ地

区 

Ｃ地

区 

Ｄ地

区 

Ｅ東

地区 

Ｅ南

地区 

Ｅ西

地区 

Ｆ南

地区 

Ｆ北

地区 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う

変更 

建築物等の 

用途の制限 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２

条第６項から第９項各号の一に該当する営業の用に供する

建築物は建築してはならない。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）第２条第６項から第９項までに規定

する営業の用に供する建築物は建築してはならない。 

地区の 

区分 

名称 － Ｆ東-１地区 Ｆ東-２地区 

面積 － 約１．１ｈａ 約０．２ｈａ 

建築物等の 

用途の制限 
－ 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）第２条第６項から第９項までに規定

する営業の用に供する建築物は建築してはならない。 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

－ １０分の８０ １０分の５０ 

建築物の 

容積率の 

最低限度 

－ 

１０分の３０ 

ただし、公益上必要な建築物等

についてはこの限りではない。 

１０分の３０ 

ただし、公益上必要な建築物等

についてはこの限りではない。 

建築物の 

建蔽率の 

最高限度 

－ １０分の６ 

１０分の６ 

ただし、建築基準法第５３条

第３項の規定を適用する場合

は、この限りではない。 

建築物の 

建築面積の 

最低限度 

－ 

３００㎡ 

ただし、公益上必要な建築物等

についてはこの限りではない。 

３００㎡ 

ただし、公益上必要な建築物等

についてはこの限りではない。 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

－ 
５００㎡ 

ただし、公益上必要な建築物等についてはこの限りではない。 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
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地

区

整

備

計

画 

壁面の 

位置の制限 
－ 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線

を越えて建築してはならない。ただし、次の各号の一に該当

する建築物等はこの限りではない。 

（１） 道路上に設けられた横断歩道橋又は歩行者デッキと

接続する歩行者デッキ及び歩行者デッキ上に設けら

れた歩行者の安全を確保するために必要な上屋、ひさ

しの部分その他これらに類する建築物等の部分 

（２） 道路と接続する歩行者用の通路及び車路その他これ

らに類する用途に供する建築物等の部分 

（３） 公益上必要な建築物等で当該建築物の敷地内に存す

るもの 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う

変更 

 

 

建築物等の 

高さの 

最高限度 

－ 

147ｍ 

T.P.からの高さとし、階段

室、昇降機塔等の部分及び棟

飾等の屋上突起物を含むもの

とする。 

50ｍ 

T.P.からの高さとし、階段

室、昇降機塔等の部分及び棟

飾等の屋上突起物を含むもの

とする。 

建築物等の 

形態又は 

意匠の制限 

－ 

屋外広告物は建築物との一体性、歩行者空間との調和等に

配慮した設置位置、形態、規模、デザイン等とし、良好な都

市景観の形成に努める。 

欄外 

建築物の容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４

項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取り扱い基準

（平成１６年３月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３（１）の

用途に供する部分を除くことができる。 
「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の

区域、主要な公共施設及び地区施設の配置、地区の区分並び

に壁面の位置の制限は計画図に示すとおり。」 
理由：土地利用転換の動きに合わせて、土地の高度利用と

都市機能の更新を誘導し、多様な機能が集積する大崎

副都心の形成を図るため、地区計画を変更する。 

建築物の容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４

項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取り扱い基準

（平成１６年３月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３（１）（４）

の用途に供する部分を除くことができる。 
「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の

区域、主要な公共施設及び地区施設の配置、地区の区分並び

に壁面の位置の制限は計画図に示すとおり。」 
理由：土地利用転換の動きに併せて、土地の高度利用と都市

機能の更新を誘導し、多様な機能が集積する広域活性

化拠点の形成を図るため、地区計画を変更する。 

新たな地区

整備計画の

策定に伴う

変更 
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